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１ はじめに 

 ⑴ デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）とは 

   新型コロナウイルスの感染拡大以降、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

（以下固有名詞及び引用箇所を除き、「ＤＸ」といいます。）という概念が、国・地方

を問わず、また、行政・民間を問わず、注目を集めてきました1。 

   そもそもこの概念は、「２００４年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・ストル

ターマン教授によって提唱された」2とのことですが、我が国においては、社会が平成

から令和の時代に移り変わる平成３０年から令和元年にかけて国の行政方針（計画）

や白書に登場するようになりました3。ただし、まだまだこの頃は、「デジタル化を原動

力」として「人口減少や少子高齢化が進行する中にあっても、直面する様々な課題を

克服」4するといったＤＸの抽象的な必要性が意識されているに過ぎなかったように思

います。 

   しかし、新型コロナウイルスの感染が拡大する中で、我が国は「特に行政分野での

デジタル化・オンライン化の遅れが明らか」5で、「新たな時代を見据え未来を先取りす

る社会変革に取り組まねば」、「将来にわたり日本が世界から取り残され埋没してしま

いかねない」6との具体的で切迫した危機意識が社会的に共有されるとともに、テレワ

ーク・リモート会議の浸透やＡＩ等の先端技術の普及は「単なる新技術の導入ではな

く、制度や政策、組織の在り方等をそれに合わせて変革していく、言わば社会全体の

ＤＸが「新たな日常」の原動力となる」7ことを期待させ、ＤＸの具体的な必要性が社

会的に認識されるに至ったといえます。 

   このＤＸの概念について、国は「デジタル技術の活用による新たな商品・サービス

の提供、新たなビジネスモデルの開発を通して、社会制度や組織文化なども変革して

いくような取組を指す概念」8と、長野県は「「デジタル技術」と「データ」を活用して、

既存の業務プロセスなどの改変を行い新たな価値を創出して新たな社会の仕組みに変

革する」9ことと、それぞれ「デジタル（Ｄ）」と「変革（Ｘ）」をキーワードに定義し、

コロナ禍で明らかになった社会のデジタル化の遅れを踏まえ、「ＤＸを行うことは急務」

                                                      
1 塩谷幸太、小野﨑彩子「日本における情報サービス業の変遷と今後の展望―時系列整理とＤＸへの

取り組みを中心に―」㈱情報通信研究所（令和３年３月）p14 は、「特に新型コロナウイルス感染症が

拡大した２０２０年は大きく注目されることとなった概念である。」とする。 
2 総務省「令和３年版 情報通信白書」（令和３年７月）p78 
3 例えば、平成２５年以降の政府（内閣府）「経済財政運営と改革の基本方針」（いわゆる「骨太の方

針」）では令和元年版から、同じく平成２５年以降の総務省「情報通信白書」では、平成３０年版か

ら、それぞれＤＸの概念が登場する。 
4 内閣府「経済財政運営と改革の基本方針２０１９～「令和」新時代：「Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０」へ

の挑戦～」（令和元年６月２１日閣議決定）pp3･53 
5 内閣府「経済財政運営と改革の基本方針２０２０～危機の克服、そして新しい未来へ～」（令和２年

７月１７日閣議決定）p2 
6 同上、p3 
7 同上、p15 
8 前掲「令和３年版 情報通信白書」p79 
9 長野県「長野県ＤＸ戦略」（令和２年７月２１日）p1 
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10であり、「社会のデジタル化を強力に進める」11としています。なお、国は、地方自治

体との関係で「デジタル田園都市国家構想総合戦略」において、ＤＸを前述と同様に

「デジタル技術の活用による新たな商品・サービスの提供、新たなビジネスモデルの

開発を通して、社会制度や組織文化なども変革していくような取組を指す概念」と定

義している12ことから、本提言においてもこの定義によりＤＸを論じることとします。 

 

 ⑵ 調査研究テーマの選定理由 

   松本市では、令和３年８月に策定した総合計画（第１１次基本計画）において、「Ｄ

Ｘ・デジタル化」を重点戦略のうちの１つに位置付け、「デジタル化を、市民の生活を

豊かにし、安全・安心で快適な暮らしを実現するためのエンジンと捉え、全ての施策

において強力に取組みを進め、地域が持つポテンシャル（三ガク都）に最先端のテク

ノロジーが融合した「デジタルシティ・松本」の実現に挑みます。」としました13。 

   令和３年４月には国のスーパーシティ構想へ応募するとともに、同年度末には「Ｄ

Ｘ・デジタル化推進に関する骨太の方針」の策定をするなど、松本市はこれまでＤＸ・

デジタル化に係る様々な施策を実行に移し、国や他の先進自治体と同じように「ＤＸ・

デジタル化」について「強力に取組みを進め」14てきました。確かにこの間、松本市は、

財政的にも組織的にも多くの行政資源を投入し、オンライン申請、公共料金キャッシ

ュレス決済の拡大や、オンライン窓口の開設などを実現するとともに、職員において

もテレワークの広まりやＡＩ・ＲＰＡの活用が進んでいます。 

   しかしながら、実際に、Ｄ（デジタル）により、Ｘ（トランスフォーメーション＝

変革）が進み、より豊かな市民生活や、より安全・安心で快適な暮らしが実現された

かというと、その「実感」には至っていないのが現実ではないでしょうか。 

   令和５年５月には、新型コロナウイルス感染症が感染症法15上の５類感染症に移行

し、日本社会がＤＸの具体的な必要性を認識するきっかけとなったコロナ禍は去りつ

つあります。また、国が「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」や「自治体

デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」（それぞれ令和２年１２月）

によりＤＸの推進を加速化させ、松本市でも市長が議会で初めてＤＸの推進を表明（令

和２年９月定例会開会日提案説明16）した令和２年から３年が経過しました。 

                                                      
10 同上、巻頭 
11 内閣官房「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和２年１２月２５日閣議決定）p1 
12 内閣官房「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和４年１２月２６日閣議決定）p2 
13 松本市「松本市総合計画（基本構想２０３０・第１１次基本計画）」（令和３年８月）p19 
14 同上、p19 
15 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第

６項 
16 松本市議会「令和２年松本市議会会議録Ⅳ」pp24･217。市長は、令和２年９月７日の本会議提案説

明において、「ＤＸによって、従来の発想や慣習に縛られた市役所を変革し、市民サービスと住民自治

を向上させる分散型の市役所をつくる。東京一極集中に代わる自律分散型社会をリードするまちづく

りを進めていく考えです。」と発言するとともに、同月１６日の本会議一般質問の答弁において「私

は、行政と社会のデジタル化を進めるデジタルトランスフォーメーションを松本市の最重要課題に位

置付けていて、このスーパーシティ構想はそうした都市政策を推し進める上で有用な制度であると認

識しています。」と発言している。 
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   こうしたことを踏まえると、総合計画（第１１次基本計画）の計画期間である令和

７年度までに、重点戦略の一つである「ＤＸ・デジタル化」を着実に進めるために、

「ＤＸ・デジタル化の推進」は、市議会として調査研究の必要性が高いテーマである

と判断し、令和５年度総務委員会の調査研究テーマに選定したものです。 

 

２ 調査研究の方法及び経過 

 ⑴ 調査研究の方法 

   コロナ禍において、松本市議会では議会機能維持の観点17からオンラインを活用した

行政視察を実施してきましたが、令和４年度下半期から新型コロナウイルス感染症の

感染拡大状況を勘案しながら、先進自治体等を訪問する対面での行政視察を再開し、

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行した令和５年度は、現地訪問・対面に

よる行政視察を完全に再開しました。そこで、令和５年度総務委員会調査研究に当た

っても、テーマ選定直後に予定されていた総務委員会行政視察（現地訪問・対面によ

る行政視察）の機会等を積極的に活用しました（近隣自治体を含め、３カ所に対する

現地訪問調査を実施しました。）。 

   また、行政視察だけでなく、他自治体でＤＸ施策にもかかわっている民間の専門家

との意見交換を実施し、多角的・客観的な視点から調査研究が進められるように心が

けました。なお、意見交換の実施に当たっては、あらかじめ国等のＤＸ・デジタル化

に係る施策に関する座学での勉強会を実施するとともに、理事者側担当部局職員の同

席を願い、より効果的な意見交換の実施を図りました。 

   さらに、総務委員会内で十分な議論を行い、松本市のＤＸ・デジタル化の推進に係

る課題を丁寧に整理すること、課題整理後は、松本市議会議員全員から総務委員会調

査研究テーマの方向性について意見を募るため、議員全員に対して調査研究テーマの

中間報告を行ったこと、同じテーマを選定したものの政策提言には至らなかった令和

４年度総務委員会調査研究活動の成果を活用することなど、調査研究を進めるに当た

り、より良い政策提言に向けた工夫を行いました。 

   加えて、ＤＸが特に注目を集め18、行政でも民間でも「ＤＸ」という言葉があふれ、

後述するように我が国の「ＤＸ元年」ともいえる令和２年から既に３年が経過したこ

とを踏まえ、「ＤＸ」という言葉に踊らされることなく、松本市のこれまでの取組みに

ついて、冷静に課題を整理することを心掛けました。 

 

 ⑵ 調査研究の経過 

  Ｒ５． ５．２３  令和５年度総務委員会調査研究テーマの選定 

８． ２  令和５年度総務委員会行政視察事前学習の実施 

                                                      
17 松本市議会では、松本市議会基本条例（平成２１年条例第３４号）第１１条の２の規定により「議

会は、デジタル社会（デジタル社会形成基本法（令和３年法律第３５号）第２条に規定するデジタル

社会をいう。）の形成及び進展の状況を踏まえ、議会の機能強化及び非常時における議会機能の維持に

資するため、議会運営において情報通信技術を活用するものとする。」としている。 
18 脚注１参照 
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３  島根県松江市行政視察（ＤＸ戦略について） 

４  福岡県福岡市行政視察（ＤＸの取組みについて） 

２８  国の動向についての勉強会を実施 

９．１５  令和４年度行政視察結果(岐阜県岐阜市(岐阜市ＤＸ推進計画)、

兵庫県宝塚市（防災アプリ・コスモキャスト））を総務委員会で共

有するとともに、他の先進自治体の事例（兵庫県神戸市（ＡＩチ

ャットボット活用に関する条例）、大分県（大分県ＤＸ推進戦略））

に係る勉強会を実施 

２０  松本市ＤＸ推進本部から松本市におけるＤＸの取組みについて

説明を受けるとともに、塩尻市ＣＣＯ19・㈱ガイアックス社長室長

の千葉憲子氏と意見交換を実施（千葉憲子氏から塩尻市の特任Ｃ

ⅹＯ20の取組みについて説明） 

１０．１８  調査研究テーマに係る今後の方向性について協議（ＤＸ・デジ

タル化の推進に係る課題を整理） 

２０  デジタルシティ松本フォーラムに書記が出席 

２７  中信四市議会議員研修会を利用し、塩尻市を現地視察 

１１．１４  調査研究テーマに係る今後の方向性について協議（ＤＸ・デジ

タル化の推進に係る課題を整理） 

   ２１  中間報告案の検討 

１２． ４  中間報告の成案を作成し、議長に提出 

    ７  全議員に中間報告を配布し、意見募集 

   ６． １．１１  政策提言に向けた協議 

        ３０  政策提言に向けた協議 

      ２．２２  政策提言に向けた協議 

      ３．２１  政策提言書（素案）のとりまとめ 

      ４．１８  政策討論会において政策提言書（素案）を協議 

        ２２  議会運営委員会において政策提言書案を協議 

 

３ 国の動向 

  国の動向については、公表情報についての座学が中心とはなりましたが、総務委員会

内で調査を実施しました。 

 ⑴ 政府の基本方針 

   コロナ禍前において、国のＤＸに対する姿勢としては、どちらかというと企業がデ

ジタルディスラプション21に直面した場合にどのように勝ち残っていくかということ

                                                      
19 Ｃｈｉｅｆ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ 
20 特任ＣⅹＯとは、塩尻市からそれぞれ特命を受けた７名の首都圏プロフェッショナル人材の総称

で、「ⅹ（エックス）」には役職に応じたアルファベットが入る。例：特任ＣＭＯ＝Ｃｈｉｅｆ Ｍａｒ

ｋｅｔｉｎｇ Ｏｆｆｉｃｅｒ） 
21 ＩＣＴ企業の市場参入によって、伝統的な企業が市場からの退出を余儀なくされる事例のこと。総
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に重点があり22、前述したとおり、行政を含めた社会全体におけるＤＸは、まだまだそ

の抽象的な必要性が意識されているに過ぎませんでした。 

   しかしながら、新型コロナウイルス感染症が拡大すると、その対応に当たって行政

を始めとする社会全体のデジタル化の遅れが浮き彫りとなり23、国は１回目の緊急事

態宣言を解除した直後の令和２年７月１７日に、このことを強く意識した「経済財政

運営と改革の基本方針２０２０～危機の克服、そして新しい未来へ～」を閣議決定し

ました。この令和２年版のいわゆる「骨太の方針」では、「「新たな日常」構築の原動

力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備（デジタルニューディール）」

として、「従来の取組を一歩も二歩も進め、「新たな日常」の定着・加速に向け、各種

支援や規制改革等を通じ、地域を含む社会全体のＤＸの実装を加速する」「デジタルト

ランスフォーメーションの推進」が掲げられました24。こうしたことから、令和２年は

我が国における「ＤＸ元年」といえます。 

   令和２年１２月２５日には、国のＤＸ・デジタル化に係る施策推進の基本方針とな

る「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣議決定されました。この中で

政府は、「単なる新技術の導入だけでなく、制度や政策、組織の在り方等をそれに合わ

せて変革」するＤＸを「「新たな日常」の原動力」とし、社会のデジタル化を強力に進

めるために、①ＩＴ基本法25の全面的な見直しと、②デジタル庁設置を行うこととしま

した。その後、①ＩＴ基本法の全面的な見直しについては、デジタル社会形成基本法

（令和３年法律第３５号）を含むいわゆるデジタル改革関連法が令和３年５月に成立

するとともに、②デジタル庁については、同年９月に発足となりました。 

   なお、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」と合わせて、「デジタル・ガ

バメント実行計画」も閣議決定され、デジタル庁設置前の国の具体的な施策が示され

ています（デジタル庁発足後は、デジタル社会形成基本法第３７条第１項等の規定に

よる重点計画として「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年１２月２４日

閣議決定、令和４年６月７日・令和５年６月９日更新）に引き継がれています。）。 

 

 ⑵ 自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画 

   地方自治体のＤＸ・デジタル化との関係では、「デジタル社会の実現に向けた改革の

基本方針」と同日付けで、総務省が「自治体デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）推進計画」（以下「自治体ＤＸ推進計画」といいます。）を策定しています。これ

は、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が示す「デジタルの活用により、

一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社

会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」というビジョンの実現のため、

「住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市町村の役割は極めて重要であり、自治

                                                      

務省「令和元年版 情報通信白書」（令和元年７月）p139 
22 同上、pp138-139 や、経済産業省「ＤＸレポート～ＩＴシステム「２０２５年の崖」の克服とＤＸ

の本格的な展開～」（平成３０年９月７日）p5 など。 
23 榎本尚行「ＩＴ政策の経緯―「デジタル庁」の議論を見据えて―」参議院常任委員会調査室・特別

調査室『立法と調査４３０号』（令和２年１２月１８日）p3 
24 前掲「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」p18 
25 高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（平成１２年法律第１４４号） 
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体のＤＸを推進する意義は大きい」26として、令和３年１月から令和８年３月までの

「自治体が重点的に取組むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び関係省

庁による支援策等をとりまとめ」27たものです。 

   この計画は、地方自治体に対し、「自らが担う行政サービスについて、デジタル技術

やデータを活用して、住民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩ等の

活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていく」

という組織のデジタル化を求めています。また、この計画は、「データが価値創造の源

泉であることについて認識を共有し、データの様式の統一化等を図りつつ、多様な主

体によるデータの円滑な流通を促進すること」、「多様な主体との連携により民間のデ

ジタル・ビジネスなど新たな価値等が創出されることにより、我が国の持続的かつ健

全な発展、国際競争力の強化にも繋がっていくこと」など、民間を含めた地域社会全

体としてＤＸを推進することを、地方自治体に期待しています28。 

 

 ⑶ デジタル田園都市国家構想 

   岸田文雄内閣総理大臣は、デジタル社会形成基本法施行及びデジタル庁発足の直後

となる令和３年１０月８日の第２０５回国会（臨時会）所信表明において、成長戦略

の４つの柱の一つとして「デジタル田園都市国家構想」を発表しました29。令和４年６

月７日に閣議決定された「デジタル田園都市国家構想基本方針」では、「デジタル田園

都市国家構想」について、「様々な社会課題に直面する地方にこそ」、「新たなデジタル

技術を活用するニーズがあることに鑑み、デジタル技術の活用によって、地域の個性

を活かしながら地方の社会課題の解決、魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活

性化を加速」するという構想で、この構想の「旗を掲げ、デジタルインフラを急速に

整備し、官民双方で地方におけるデジタルトランスフォーメーションを積極的に推進」

すると説明されています30。 

   同年１２月２３日には「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が閣議決定されまし

た。この中では、デジタル田園都市国家構想における地方の役割として、デジタルの

力を活用して①地方に仕事をつくる、②人の流れをつくる、③結婚・出産・子育ての

希望をかなえる、④魅力的な地域を作るという４点の役割を示しています。また、国

の役割として、デジタル実装の基礎条件整備（①デジタル基盤の整備、②デジタル人

材の育成・確保、③誰一人取り残されないための取組み）という３点からなる役割を

示しています。その上で、同戦略では個別具体的な施策について令和９年度までのＫ

ＰＩとロードマップを示しています。 

   なお、国は「デジタル田園都市国家構想基本方針」において、「デジタル活用に意欲

的な地域を選定し、モデル的な取組を重点的に支援しつつ、他地域への横展開を促す、

                                                      
26 総務省「自治体ＤＸ推進計画」（令和２年１２月２５日）p2 
27 同上、p3 
28 同上、p2 
29 首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/100_kishida/statement/2021/1008shoshin

hyomei.html）。以下脚注のＵＲＬは、特段の記載がない限り令和６年１月３０日閲覧現在のもの 
30 内閣官房「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月 7日閣議決定）p1 
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言わば優良な「点」の取組を面的に広げていくことにより、あらゆる地域において早

期に構想の実現が進むよう取り組む。」31としています。その意味では、令和２年１２

月に公募が開始され、松本市をはじめ３１の地方自治体から提案があったスーパーシ

ティ型国家戦略特区と同様の性格を有する施策であるといえます32。 

 

４ 先進自治体の動向 

先進自治体の動向については、直接各自治体を訪問し、対面での行政視察を中心に調

査を進めました。 

 ⑴ 岐阜県岐阜市 

   岐阜市には、令和４年１１月４日に訪問し、「ＤＸの推進」について行政視察を実施

しました。岐阜市は、ＤＸ・デジタル化に係る具体的な施策として、１５７にわたる

事業に取り組んでいますが、これを「体系化し、現状と課題や今後の方向性を整理し

つつ戦略的に進め」33るため、令和４年２月に「岐阜市ＤＸ推進計画」を策定していま

す。 

   この計画では、「ＤＸという言葉は概念的で、具体的なイメージを抱きにくい点があ

ることから」、「何のためにＤＸを進める必要があるのかといったＤＸの意義や、ＤＸ

によってどのような姿を目指し、どのようなことから取り組むべきか、などを分かり

やすく示すこととします。」34という言葉のとおり、まず岐阜市におけるＤＸを「新し

くデジタル技術を活用し、市民サービスの向上や、働き方を改革することで、新たな

価値を創出し、岐阜市を、そこに暮らす人々がより豊かに暮らし、さらに選ばれるま

ちへと動かすこと」と明確に定義しています。また、「ＤＸは、サービスの受け手側が

サービスの利用時やその後に、便利さや心地よさなどを感じる顧客体験（ＣＸ： 

  Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ）を向上するとともに、組織内の働き方改

革などを通じて、働き手のモチベーションの向上など、すなわち働き手の体験（ＥＸ：

Ｅｍｐｌｏｙｅｅ Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ）にも寄与し、本市に暮らす誰もが、デジ

タル化の恩恵を受けることで、ゆとりと豊かさを実感し、それぞれに画一的でない幸

福な生活を享受することが期待され」ることから、「ＤＸを起点に、ＣＸとＥＸへの相

乗効果が期待され、結果としてＣＸに還元」させ、「ＤＸ（デジタル・トランスフォー

メーション）により、一人ひとりの人生を、よりＤＸ（デラックス）に」を岐阜市の

目指す姿として掲げています35。 

                                                      
31 同上、p7 
32 内閣府地方創生推進事務局「スーパーシティ・デジタル田園健康特区について（国家戦略特区制度

を活用したデジタル田園都市国家構想の推進）」（令和５年８月）pp3･12 参照（https://www.chisou.g

o.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/supercity.pdf）。なお、令和６年３月１日現在、スーパーシティ

型国家戦略特区として、茨城県つくば市と大阪府大阪市が、デジタル田園健康特区として、石川県加

賀市、長野県茅野市、岡山県加賀郡吉備中央町が指定されている（https://www.chisou.go.jp/tiiki/

kokusentoc/supercity/openlabo/supercitycontents.html）。 
33 岐阜市行政部デジタル戦略課「岐阜市ＤＸ推進計画」（令和４年２月）p36 
34 同上、p2 
35 同上、pp28･29。なお、ＣＸについては「顧客体験を市民体験(ＣＸ：Ｃｉｖｉｃ Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ)

に置き換え」ている。 
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   そして、前述の総務省「自治体ＤＸ推進計画」に従い、「市役所のＤＸ推進」だけで

なく「地域社会のＤＸ」を含めて、１５７にも上るＤＸに係る具体的な事業を、５つ

の基本方針、２７の取組事項の下に体系化した上で、各取組事項の実施スケジュール

とＫＰＩも定めて統合し、計画期間４年間（令和４年度から令和７年度まで）の、岐

阜市の総合的なＤＸ推進計画としているものです。 

   なお、岐阜市はＤＸに係る先進自治体の中でも、特に令和３年５月に新庁舎を開庁

したばかりであり、同じく新庁舎建設が大きな市政課題になっている松本市として、

新庁舎建設におけるＤＸの推進という観点で参考とすべく行政視察を実施したもので

すが、情報通信回線について、冗長化による危機管理の強化など、非常に参考となる

ものでした36。 

 

 ⑵ 島根県松江市 

   松江市には、令和５年８月３日に訪問し、「ＤＸ戦略について」ということで、「松

江市みんなにやさしいデジタル市役所計画」及び「Ｒｕｂｙ Ｃｉｔｙ ＭＡＴＳＵＥ

プロジェクト」について行政視察を実施しました。松江市は、行政主導でありながら

も民間を巻き込んでＲｕｂｙ37を切り口にした産業振興に取り組むＩＴ先進地であり

ながら、「みんなにやさしい」という観点で市役所のデジタル化に取り組んでいる特徴

的な先進自治体であったことから、行政視察に伺ったものです38。 

  ア Ｒｕｂｙ Ｃｉｔｙ ＭＡＴＳＵＥプロジェクト 

    このプロジェクトは、松江市が平成１７年の国勢調査で初めて人口減少に直面し

たことから、それまで産業の中心だった観光産業以外の産業振興を模索していたと

ころ、市職員がたまたま雑誌で松江市在住のＲｕｂｙ開発者まつもとひろゆき氏を

見つけ、Ｒｕｂｙによる産業振興の可能性に着目して始まったものです。プロジェ

クトでは、人を育て（Ｒｕｂｙエンジニアの育成）、企業を集め（松江に行けば優秀

なエンジニアがいる）、雇用を生む（若者に対して働く場を確保できる）の３つを目

標とし、これらをループさせ、好循環をつくることを基本コンセプトとしています。 

    具体的には、市内外のエンジニアが出会い、技術を高める「交流の場」として、

平成１８年７月に「松江オープンソースラボ」を開設したことを皮切りに、松江市

産業経済部まつえ産業支援センターが中心となり、Ｒｕｂｙを切り口とした個別の

産業振興策を①チャレンジづくり、②ひとづくり、③基盤づくりの各分野の下に体

系化し、Ｒｕｂｙ Ｃｉｔｙ ＭＡＴＳＵＥプロジェクトとして総合的に推進してい

ます。 

    プロジェクト開始から１５年が経過する中で、誘致企業は延べ４０社に上り、目

的の「人を育て、企業を集め、雇用を生む」というループの好循環を実現し、産業

                                                      
36 令和４年度総務委員会行政視察報告書の各委員所感参照（https://www.city.matsumoto.nagano.jp

/uploaded/attachment/66748.pdf） 
37 まつもとゆきひろ氏により作られ、平成７年に一般公開されたプログラミング言語。「オープンソ

ースの動的なプログラミング言語で、シンプルさと高い生産性を備えています。エレガントな文法を

持ち、自然に読み書きができます。」とされている（https://www.ruby-lang.org/ja/）。 
38 以下松江市及び福岡市への詳細な視察結果については「総務委員会行政視察報告書」として https:

//www.city.matsumoto.nagano.jp/soshiki/213/120008.html で公開している。 
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振興施策としてしっかりと結果を出しているだけでなく、学習指導要領改訂に伴う

小中学校でのプログラミング必修化を契機に、市内エンジニアが開発したＲｕｂｙ

のビジュアルプログラミング言語「スモウルビー」を活用した小中学校でのプログ

ラミング教育を展開するなど、教育施策にも発展させていました。 

  イ 松江市みんなにやさしいデジタル市役所計画 

    この計画は、「これまでの取組を活かした市全体のＤＸ推進の第 1歩として、まず

市役所の中からデジタル化」39をするために、令和４年３月に策定されたもので、「み

んなにやさしい」、「ちょうどいい」をコンセプトにしています。 

    このコンセプトは、単に「新しい仕組みを取り入れるだけでなく、デジタル技術

に慣れている人もそうでない人も利用しやすい」ことがとても大切であるとの認識

の下、「不慣れな人にはしっかりとサポートし、すべての人にデジタル化の恩恵を提

供するという意味の「優しい」、誰にとっても使いやすく、分かり易い簡単な仕組み

やサービスを目指すという意味の「易しい」」という「みんなにやさしい」と、「自

分の一番利用しやすいやり方を選んで、手続きやサービスの利用ができるという意

味」で「市民にとってのちょうどいい」、「業務の内容によって、最適なツールや仕

組みを選んで仕事をすることができるという意味」で「職員にとってちょうどいい」

という「ちょうどいい」という考えです40。 

    計画の目標として、行政サービスや業務のデジタル化による人口減少社会におけ

る市民サービスの向上を掲げ、①市民サービスの向上、②業務の効率化、③人材育

成という３つの基本方針の下に、「第１期実施計画」により５５に上る具体的な事業

を体系化した上で、各取組事項の実施スケジュールとＫＰＩも定めて統合し、特に

行政側のデジタル化に係る施策を総合的に推進するための計画としています。 

    計画の中では前述した国の「デジタル田園都市国家構想」が強く意識され41、個別

事業の中でも、シルバー人材センターが市内公民館で実施していた講座を市の出前

講座メニューに追加して拡充した「高齢者による高齢者のためのスマホ教室」は、

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が実施している「Ｄｉｇｉ田甲

子園 ２０２２年夏」の事例に選定され、「デジタルを活用した地域の課題解決や魅

力向上の優れた取組」として紹介される42という結果も出しています。 

    今後の方向性としては、国がデジタル田園都市国家構想総合戦略を策定したこと

を踏まえ、計画の４番目の基本方針として「社会課題の解決」（スマートアプリ、Ａ

Ｉデマンドバスなど市役所外のＤＸ）を加え、令和６年度からの第２期実施計画に

反映することを検討しているとのことでした。 

 

 ⑶ 福岡県福岡市 

   福岡市には、松江市に引き続いて令和５年８月４日に訪問し、「福岡市ＤＸ戦略」等

                                                      
39 松江市政策部デジタル戦略課「松江市みんなにやさしいデジタル市役所計画」（令和４年３月）pp

1･2 参照 
40 同上、pp1･2･4 
41 同上、pp3･19 
42 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digitaldenen/menubook/2022_summer/0105.html 
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について行政視察を実施しました。福岡市は、公式ＬＩＮＥの活用、ＤＸデザイナー

の登用など、ＤＸ・デジタル化に係る施策について全国の自治体に先んじる「トップ

ランナー」であることから、行政視察に伺ったものです。 

  ア 福岡市ＤＸ戦略 

    福岡市はＤＸ推進に当たり、「ノンストップ行政」（そもそも窓口に行かなくても

手続きが完結するワンストップ行政を超えた行政）、「人のぬくもり」（デジタルと人

的資源の役割分担をして、福祉分野など人のぬくもりが必要な分野に人的資源を再

配置）、「市民目線のＤＸ」（ＵＩ（ユーザーインターフェース）の改善など、誰もが

利用できるＤＸ）をコンセプト（キーワード）として、多数のＤＸに係る取組みを

展開しています。これら「ＤＸの取組みを戦略的に進めることによって、市民の利

便性の向上や業務の効率化を一層推進し、誰もがデジタル化の恩恵を実感できるこ

とを目指し」43、計画期間を令和５年度から令和８年度までの４年間として、令和５

年６月に策定されたのが「福岡市ＤＸ戦略」です。 

    同戦略では、取組方針として「十分なセキュリティの確保のもと、デジタル技術

やデータを積極的に活用」することによる「手続き等の利便性向上や日常生活等の

課題解決」と「地域活動・経済活動の活性化や行政事務の効率化」を掲げ、「くらし

のＤＸ」、「まちのＤＸ」、「しごとのＤＸ」、「行政のＤＸ」、「ＤＸの推進を支える基

盤」という５つの推進項目の下、実行項目集において１５４にも上るＤＸに係る具

体的な事業を体系化した上で、各事業の実施スケジュールとＫＰＩも定めて統合し

ています。 

    また特に注目すべきは、福岡市ＤＸ戦略が令和元年６月に策定された「福岡市デ

ータ活用推進計画」を改定したものであるところ、福岡市ＤＸ戦略第２章において

福岡市データ活用計画の実施状況を数値的に評価、総括し、課題等を整理した上で、

取組方針や推進項目を定めていることです44。このことは、ＥＢＰＭ45による政策決

定として、福岡市ＤＸ戦略の合理性を担保しているものといえます。 

  イ ＤＸデザイナー 

    福岡市はＤＸの推進体制として、庁内にＤＸ戦略課を設置し（令和２年１１月）、

民間からは福岡市ＤＸデザイナーを委嘱（設置）し（令和３年１月）、官民連携の推

進体制を構築しています。ＤＸデザイナーは、ＤＸ戦略課が実施するプロジェクト

への参画、専門的・技術的見地からの助言や支援等を通じて、ユーザーインターフ

ェース（ＵＩ）46などの改善に取り組むため、公募により民間専門人材を委嘱してい

るものです47。 

                                                      
43 福岡市総務企画局ＤＸ戦略部ＤＸ戦略課「福岡市ＤＸ戦略」（令和５年６月）p12 
44 同上、pp6-10 
45 Ｅｖｉｄｅｎｃｅ Ｂａｓｅｄ Ｐｏｌｉｃｙ Ｍａｋｉｎｇの略で、統計や業務データなどの客

観的な証拠に基づく政策立案のこと（福岡市総務企画局ＩＣＴ戦略室ＩＣＴ戦略課「福岡市データ推

進計画」（令和元年６月）p47）。 
46 利用者がコンピューターなどの電子機器を操作する上での環境。また、扱いやすさ、操作感のこと

（前掲「福岡市ＤＸ戦略」p28）。 
47 行政視察実施時点では４人に委嘱されており、具体的な役職・氏名は https://www.city.fukuoka.l

g.jp/soki/dxsenryaku/shisei/dx.html を参照 
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    これまで、ＤＸデザイナーは、申請システム（高齢者乗車券申請、引っ越しオン

ライン予約等）における誰もが使いやすいユーザーインターフェースの導入支援、

各種オンライン手続きのリリース支援、新たなシステム・サービス（ワクチン接種

空き状況検索システム、モバイルどんたく等）の導入支援、市職員への広報デザイ

ン研修講師など、行政職員だけでは達成できなかった結果を出しています。 

    なお、福岡市は、ユーザーインターフェースを「デジタルサービスの接遇」と捉

え、高齢者や障がい者といった方もストレスなく使えるようなユーザー目線のユー

ザーインターフェースを意識し、ＤＸデザイナーに相談をしながら、その改善に努

めているとのことで、ユーザーインターフェースやユーザーエクスペリエンス（Ｕ

Ｘ）48を強く意識した施策展開をしている点において、その先進性を目の当たりにし

た行政視察となりました。 

 

 ⑷ 塩尻市 

   塩尻市には、中信四市議会議員研修会として、令和５年１０月２７日に松本市議会

議員全員で訪問し、「行政ＤＸと地域ＤＸによるこれからの住民サービス」ということ

で、「塩尻市デジタル・トランスフォーメーション戦略」及びその一部にも組み込まれ

ている自営型テレワーク推進事業「ＫＡＤＯ」について、ＫＡＤＯの現地視察を含め

て伺ったものです。 

  ア 塩尻市デジタル・トランスフォーメーション戦略 

    塩尻市は、岐阜市・松江市に約１年、福岡市に約２年も先行して、令和３年５月

に「塩尻市デジタル・トランスフォーメーション戦略」を策定しています。これは、

全国初の市営プロバイダーサービス開始（平成８年）、松本市に先駆けた地域情報化

拠点「塩尻市情報プラザ」の開設（平成１２年）49など、以前からの地域情報化に係

る先進的な取り組みが背景にあると推察します。 

    同戦略では、まず冒頭で「デジタル・トランスフォーメーション」を「デジタル

技術とデータを活用して、既存の業務プロセスなどを改革し、新たな価値の創出と

社会の仕組みの変革を進めること。」50と明確に定義をしています。 

    そして、「市や市民が直面する課題に対応するため、新しい技術を積極的に活用し、

市民に求められる暮らしやすい自治体」を実現するため、「誰からも喜ばれるスマー

ト田園都市しおじりを目指して」を基本理念に定めています。これは、「人口減少社

会を前提とした価値観や概念への転換が必要」であるという環境認識と、「全国に先

駆けて地域情報化に取り組んできたほか、官民連携による地域課題解決に果敢にチ

                                                      
48 あるサービス（システム）を使う過程で起きるユーザーの知覚及び反応、（ニーズが適切に満たさ

れることで）達成感を感じたり、システムを快適に利用できること（前掲「福岡市ＤＸ戦略」p28）。 
49 塩尻市企画政策部デジタル戦略課「塩尻市デジタル・トランスフォーメーション戦略」（令和４年

６月改定版）p3。なお、塩尻市情報プラザの開設は、塩尻市情報プラザ条例（平成１２年塩尻市条例

第９号。https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A85567BC4&houcd=H412901010

009&no=1&totalCount=3&jbnJiten=5060114）附則によると平成１２年４月１日である一方、松本市で

同様の役割を果たしてきたまつもと情報創造館の開設は、平成１３年４月８日である（まつもと情報

創造館条例（平成１２年条例第６７号）附則）。 
50 同上、p1 
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ャレンジしてきた」という自己認識を踏まえたものです51。 

    この基本理念の下、行政が主体となる「行政ＤＸ」と、民間・行政がともに主体

となる「地域ＤＸ」の両軸で「自治体ＤＸ」を推進するとし、「行政ＤＸ」として「①

新たな行政手続きの実装」、「②行政機能の高度化・効率化」、「③組織体の変革」、「④

ＩＴ環境の再整備」の４分野、全３１の取組事項を、「地域ＤＸ」として「①受け手

（使い手）のデジタルサポート」、「②デジタルインフラの整備」、「③社会実装を見

据えた実装実験の展開」、「④ＤＸクラスターの形成」の４分野、全８つの取組事項

を体系化しています。 

    塩尻市デジタル・トランスフォーメーション戦略は、多数の事業（取組項目）を

基本理念の下に体系化し、統合した上で、デジタルによる地域社会の変革を目指し

ているという点では、「松江市みんなにやさしいデジタル市役所計画」や「福岡市Ｄ

Ｘ戦略」と同様ですが、前述のとおり「官民連携による地域課題解決に果敢にチャ

レンジしてきた」という自己認識を背景に、松江市や福岡市よりも民間や地域社会

といった行政以外の主体を含む戦略（計画）という性格が強いものと言えます。特

に、「地域ＤＸ」の考え方として、「＂デジタル技術による革新的な都市機能＂を多

数地域に実装するため、現在推進中の塩尻ＭａａＳプロジェクトをモデルに、他分

野において同様のＤＸプロジェクトを創出・推進する仕組みを構築」するとし、Ｍ

ａａＳ52以外の分野（例えばスマート農林業など）でも新たな官民連携による取組み

を同戦略に加える余地を残している53とのことで、この点は注目すべきものと評価で

きます。 

  イ 自営型テレワーク推進事業「ＫＡＤＯ」 

    「ＫＡＤＯ」は、平成２２年に「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業」としてス

タートし、その後、対象を子育て中の女性、障がい者、介護者などの時短就労希望

者に順次拡大してきました。これらの方々には、時短での就労希望があるものの、

求人はフルタイムばかりというミスマッチがありました。そこで、このミスマッチ

を解消するために、自分のペースで働いてもらえるよう自営型テレワーカーという

                                                      
51 同上、pp2･6 
52 Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ。情報通信技術（ＩＣＴ）の発達を背景に生まれた次

世代の移動サービスで、地域住民や旅行者一人ひとりの移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそ

れ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスのこと（http

s://www.gov-online.go.jp/useful/article/201912/1.html 参照）。 
53 この点について、同上、p23 に係る中信四市議会議員研修会での説明（塩尻市産業振興事業部先端

産業振興室 太田幸一室長）では「地域ＤＸに関しては、いわゆる一般的にはスーパーシティとかス

マートシティと呼ばれている領域なんですけれども、我々、少し違う戦略をとっていて、民間企業さ

んがこの地域に新しいテクノロジーだとか技術、人とお金を投入しやすい環境をいかに作るかという

戦略をとっています。結局、行政だけでは、もちろん課題の抽出だとか、サービスの構築はできるん

ですけれども、肝心なテクノロジーがありません。高いお金を払えば買えるんですけれども、我々そ

こまでのことはできないので、ここに新しいものを投入したくなるような、いわゆるテストベッドと

して機能するような、そういう地域にいかにしていくかという戦略を、この地域ＤＸ側で作ったとい

うそういう背景になります。なので、今はＭａａＳという交通ＤＸ、「のるーと」だとか自動運転を進

めていますけれども、この次、企業さんがどの分野に投資をしてくれるのか、それを我々は全方位で

課題を持っているので、その中で企業さんが何を選んでいただけるのか、そんな環境を作っていくと

いう感じで進めています。」とのこと。 
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就労形態を採用するとともに、自営型でも安心して働いてもらえるよう環境整備を

したのがＫＡＤＯの事業になります。 

    具体的には、まず塩尻市が、安心して働ける「場所」として大型商業施設撤退後

の駅前の施設を改装し、パソコンやネットワークといったオフィス環境を整備する

とともに、「自営」という形でもやっていけるように一般財団法人塩尻市振興公社が

仕事の一括受注と分配、受注した仕事の進行管理、職務訓練・労務管理といった仕

組みの運営を担っています。その結果、「時給１，０００円で、行政が用意した場所・

仕事の中で、好きな時間、好きなだけ働ける」環境をＫＡＤＯの事業が実現してい

るとのことでした54。 

    ＫＡＤＯで受注している業務は、経理、総務業務など民間企業のバックオフィス

業務だけでなく、画像認識ＡＩ教師データや自動運転用３次元地図データの作成業

務といった世の中のＤＸを支える先端デジタル業務に及んでいます。また、民間の

事業に限らず、ＡＩオンデマンドバスオペレーションやＧＩＧＡスクールサポート

など塩尻市のデジタル施策の一端を担う業務にもわたっています。 

    子育て中の女性に時短、託児所といった環境を整備して働く場を提供するという

点においては子育て支援施策であり、約３００人の自営型テレワーカーには約７％

の障がい者が含まれ、障がい者に働く場を提供しているという点では障がい福祉施

策でもあります。こうした意味では、デジタルを切り口に、当初の「ひとり親家庭

等の在宅就業支援事業」という雇用施策・労働施策を、子育て支援施策や障がい福

祉施策に「変革」させているとも評価できます。 

    現在、ＫＡＤＯの自営型テレワーカーには、塩尻市民だけでなく、松本市や安曇

野市といった近隣自治体からも参加があり、安曇野市等の他自治体や近隣自治体に

ある民間企業からの受注も増えてきたことから、今後はＫＡＤＯのスキームについ

て広域展開が期待でき、実際に広域展開していきたいとのことでした。 

 

５ 松本市におけるＤＸ・デジタル化の推進 

 ⑴ 第１１次基本計画 

   議会において市長がはじめてＤＸの推進を表明した令和２年９月定例会から約１年

後に、第１１次基本計画が策定されました55。前述したとおり、この第１１次次基本計

画は、２つある重点戦略のうちの１つとして「ＤＸ・デジタル化」を掲げ、これを全

７分野・４７施策に及ぶ基本施策すべてに共通する戦略、つまり「市民の生活を豊か

にし、安全・安心で快適な暮らしを実現するためのエンジンと捉え」、全ての施策にお

いて強力に取組みを進めるとしています56。 

   具体的には、「世界水準の城下町まつもと・アルプスリゾートへの挑戦」、「楽しく稼

ぐクリエイティブシティへの挑戦」、「可能性を広げる楽しい学びへの挑戦」、「デジタ

ル弱者への配慮とデジタル人材の育成」、「デジタル市役所の実現」の５項目において、

                                                      
54 同説明より。 
55 脚注 16参照 
56 前掲「松本市総合計画（基本構想２０３０・第１１次基本計画）」p19 
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「最先端のデジタル技術を駆使した安全・安心で快適・便利な「スマート・リゾート」」、

「世界を視野に入れたワーケーション環境の整備と推進」、「仮想空間と現実空間が融

合する「デジタル・ツイン」で相乗効果を発揮した魅力的なまちづくり など」と、

ＤＸ施策をそれぞれの項目ごとに例示するとともに、４７の基本施策すべてにおいて、

例えば、「基本施策１－１ 結婚・出産・子育て支援の充実」であれば、「出産・子育

てに関する手続きのオンライン化」など、「ＤＸ・デジタル化を推進するための取組み

の方向性」57が記載されています。 

 

 ⑵ ＤＸ・デジタル化推進に関する骨太の方針 

   第１１次基本計画の重点戦略である「ＤＸ・デジタル化」を総合的かつ着実に推進

するため、「ＤＸ・デジタル化推進に関する骨太の方針」（以下「松本市骨太の方針」

といいます。）が令和４年２月に策定されました。これは、「デジタル技術の進歩の速

さに鑑みると、中長期間固定する戦略や計画は時代に取り残されるおそれがあること

から」、「実施計画・予算編成等を通じて「ＤＸ・デジタル化」関連事業を立案する上

での大きな方向性」として位置付け、策定されたものです58。 

   松本市骨太の方針では、「私たち」に課せられた「使命（ＭＩＳＳＩＯＮ）」として、

「「デジタルシティ松本」のシンカ」を掲げるとともに、「目指す姿（ＶＩＳＩＯＮ）」

として、「デジタルで大都市並みに仕事ができ『豊』かに暮らせるまち」、「デジタルで

タイムリーに結ばれた便利で『快』適なまち」、「デジタルで好奇心をくすぐり未来を

『育』むまち」、「デジタルのフィールドで新しい自分に『挑』戦できるまち」、「デジ

タルで人と情報がまもられる心『安』らぐまち」の５つを掲げています59。 

   その上で、「市民・事業者・行政で共有」する「価値（ＶＡＬＵＥ）」として、「⑴い

つでもかんたんに」、「⑵仕事や暮らしがより良く」、「⑶便利なサービスが生まれる」、

「⑷可能性を引き出す」、「⑸活躍の場が広がる」、「⑹誰もが恩恵を受けられる」、「⑺

安心が高まる」の７つを示し、それぞれの価値の下に具体的な技術や政策とそれらに

より市民が受ける恩恵が示されています。なお、具体的な個別の政策については、こ

れら「使命」、「目指す姿」、「価値」とは別に、全２４施策が令和３年度から令和７年

度までの一つのロードマップの中で示されています60。 

 

 ⑶ ＤＸ・デジタル化に係る個別施策 

   松本市骨太の方針に掲げられている７つの価値（ＶＡＬＵＥ）に基づく取組みとし

て、令和５年度を中心に個別施策が展開されています。 

   例えば、「⑴いつでもかんたんに」として、電子申請推進事業、オンライン相談窓口

の導入、キャッシュレス決済推進事業、業務システム事業（自治体システム標準化・

                                                      
57 同上、p24 
58 松本市総合戦略局ＤＸ推進本部「協議事項 ＤＸ・デジタル化推進に関する骨太の方針について」

（令和４年１月１４日総務委員協議会資料）p1 
59 松本市総合戦略局ＤＸ推進本部「ＤＸ・デジタル化推進に関する骨太の方針」（令和３年度策定、

令和４年度ＵＰＤＡＴＥ版）pp3･4。https://www.city.matsumoto.nagano.jp/uploaded/attachment/6

6914.pdf。なお、令和６年２月２８日付けで、令和５年度ＵＰＤＡＴＥ版に更新されている。 
60 同上、pp5-12･14 
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共通化）、「⑵仕事や暮らしがより良く」として、テレワーク普及推進事業、情報系（内

部事務）システム再構築事業、業務改善支援のためのデータ連携ツール導入事業（Ａ

Ｉ／ＲＰＡの活用推進）、「⑶便利なサービスが生まれる」として、子育てクーポン電

子化事業、フレイル予防ＤＸ（電力スマートメーターによるフレイル検知）、「⑹誰も

が恩恵を受けられる」として、デジタル活用支援人材育成事業などが展開されていま

す。 

   また、その他にも、「デジタル人材が育まれ、デジタルを駆使して働くことができ、

便利さを実感できるデジタルサービスが生まれるイノベーション・エコシステムの形

成を目指す」デジタルシティ松本推進機構や、「地元企業のデジタルマインド形成、社

会のデジタル化の推進」を目的としたデジタルシティ松本フォーラム２０２３の開催、

「地元企業のデジタルマインドの醸成、デジタル化に関する自主的取り組の促進」を

目的としたデジタルシティ松本推進企業認定制度など、多種多様な具体的施策が展開

されています61。 

 

６ 松本市のＤＸ・デジタル化に係る課題の整理 

 ⑴ ３つの課題 

   松本市のＤＸ・デジタル化については、令和５年９月２０日に実施した塩尻市ＣＣ

Ｏ・㈱ガイアックス社長室長の千葉憲子氏との意見交換において、同氏から、松本市

内で公共Ｗｉ－Ｆｉにつながる場所が少ないことや、サザンガク等のコワーキングス

ペースが夕方には閉まってしまうことについて個別のご指摘をいただいたものの、全

体としては「思っていたよりも色々なことが進んでいる」との評価をいただきました。

また、令和５年４月に総務省が公表した「自治体ＤＸ・情報化推進概要」（令和４年４

月１日現在）をもとに、日本経済新聞社が令和６年１月１３日に公表した「市区町村

のＤＸ偏差値」においても、長野県内では長野市に次ぐ第２位、北信越でも第６位と

なる「６５．７」という高評価を受けています62。 

   その一方で、今年度の総務委員会における調査研究テーマの取組み（県内外の先進

自治体への行政視察、国等の施策に係る調査研究、松本市の施策の調査研究及び専門

家との意見交換）を踏まえた上で、松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策を検討する

と、ＤＸ・デジタル化の推進が松本市にとって必要かつ重要であるという認識には変

わりがないものの、ＤＸ・デジタル化に係る施策が、「市民の生活を豊かにし、安全・

安心で快適な暮らし」63を実現し、又はこれに繋がっているという実感には至りません

でした。 

   加えて、令和５年度は、ＤＸ・デジタル化を重点戦略に位置付ける第１１次基本計

画の計画期間（令和３年度～令和７年度）折返しの年度であり、計画期間は残り２年

度を残すのみとなりました。 

                                                      
61 松本市総合戦略局ＤＸ推進本部「松本市におけるＤＸの取組み―デジタルシティ松本の「シンカ」

を目指して」（令和５年９月２０日）pp3-16 
62 令和６年１月１３日日本経済新聞朝刊 2･37 面 
63 前掲「松本市総合計画（基本構想２０３０・第１１次基本計画）」p19 
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   こうしたことを踏まえ、第１１次基本計画が終了する令和７年度までに（少なくと

も、第１１次基本計画とともに現総合計画を構成する基本構想２０３０が終了する令

和１２年度までに）、ＤＸ・デジタル化に係る施策により「市民生活がより豊かになっ

た」、「安全・安心で快適な生活が実現した」と実感できるようになるためにはどうす

ればよいかという観点から、これまでの取組みを検討し、松本市の取組みにおける課

題を、次の３点に整理しました。 

  ア 【課題１】ＤＸ概念のあいまいさと自治体ＤＸの特殊性に係る課題 

  イ 【課題２】具体的な変革（トランスフォーメーション）に係る課題 

ウ 【課題３】施策の許容性（財政面・安全面）に係る課題 

 

 ⑵ 【課題１】ＤＸ概念のあいまいさと自治体ＤＸの特殊性に係る課題 

   ＤＸという概念は、「デジタル技術（Ｄ）」と「変革（Ｘ）」というキーワード自体は

共通するものの、これを使用する主体により様々に定義されています64。また、デジタ

ル技術が急速に発展する中では、これを活用する分野は広範に及び、かつ具体的に活

用する技術（製品）や活用方法も多種多様で、目まぐるしく変化します。さらに、コ

ロナ禍以後、ＤＸの必要性が、日本社会において急速かつ広範な分野で叫ばれること

になったこともあり、これが手段なのか目的なのかを混同しがちな概念でもあります。

実際に、令和３年版情報通信白書はこの点について、「デジタル・トランスフォーメー

ションは、あくまで企業が特定の目的を達成するための手段であり、それ自身を目的

とするものではない点に留意が必要である。」65と指摘しています。こうしたことから、

ＤＸは、あいまいさという特徴を持った概念であるといえます。 

   また、学術的には、地方自治体におけるＤＸについて「企業のＤＸが個社単位の経

営戦略であるのに対して、自治体ＤＸは、地域において多様な主体によるデータの円

滑な流通を促進し、多様な主体との連携により民間のデジタル・ビジネスなど新たな

価値等の創出を推進する地域産業政策としての視点も併せ持つ。つながり、共有され、

蓄積される情報はデジタル社会の重要な社会インフラである。したがって、行政から

事業者まで情報のつながりと共有のネットワークが地域で面的に広がることも重要で

ある。膨大な官民データが行政と民間事業者共通のプラットフォームとして個社単位

で内部化できない課題や便益実現のために必要な地域の協調を可能にし、イノベーシ

ョンを刺激する波及効果が期待できる。」と指摘されています66。すなわち、地方自治

体のＤＸは、民間事業者のＤＸと異なり、単に行政組織単体のデジタル化にとどまら

ず、市民、事業者など当該地域の様々な主体を巻き込み、地域社会全体に影響を与え

るという特殊性があります。 

   これら、ＤＸ概念それ自体の持つあいまいさと、自治体ＤＸには様々な主体を巻き

込み、地域社会全体に影響を与えるという特殊性があることから、自治体のＤＸにお

                                                      
64 前掲「「日本における情報サービス業の変遷と今後の展望―時系列整理とＤＸへの取り組みを中心

に―」pp13-15 
65 前掲「令和３年版 情報通信白書」p80 
66 浜口伸明「自治体ＤＸの実証研究」『ＲＩＥＴＩ Ｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ

２０２２』独立行政法人経済産業研究所（令和 4年 5月）p1 
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いては、ＤＸを明確に定義した上で、目指すべき目標と当該目標に至る道筋をより明

確に示し、地域内において共有化する必要があるという課題があると考えます。この

ことを十分に踏まえないと、どれだけデジタル技術を活用し、個別の手続きにおける

便利さが実現されたとしても、地域社会全体として、「市民の生活を豊かにし、安全・

安心で快適な暮らし」が実現し、又は少なくともこれに近づいたという実感には至ら

ないのではないでしょうか。 

 

 ⑶ 【課題２】具体的な変革（トランスフォーメーション）に係る課題 

   前述したとおり、ＤＸには多くの定義がありますが、「デジタル技術の活用」による

「変革」であるということについては、異論がないと思います。ＤＸに係る施策は、

単なる「デジタル技術の活用」にとどまるものではなく、「変革」をもたらすことが必

要となります。 

   この点、松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策がどうかというと、未だ具体的な「変

革」はもたらされていないのが現実ではないでしょうか。確かに、上記５⑶に示した

とおり、松本市はＤＸ・デジタル化に係る具体的な施策として、多種多様な施策を展

開しており、塩尻市ＣＣＯ・㈱ガイアックス社長室長の千葉憲子氏からも「思ってい

たよりも色々なことが進んでいる」との評価をいただきました。 

   しかしながら、裏を返せば、多種多様な施策を展開している「だけ」、思っていたよ

りもいろいろなことが進んでいる「だけ」かもしれません。実際に、理事者も松本市

の現状について、「最後「デジタルトランスフォーメーション」、最終的な変革に向か

うということで、我々、今、アナログからデジタルに置き換えて、デジタイゼーショ

ンあるいはデジタライゼーションを一部進めているという現状」67で、未だ具体的な

「変革」には至っていないという認識を示しています。 

   具体的な「変革」が実現されておらず、又はその兆しが見えない中では、松本市の

ＤＸ・デジタル化に係る施策が「市民の生活を豊かにし、安全・安心で快適な暮らし」

が実現し、又は少なくともこれに近づいたという実感には至れません。したがって、

このことは松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策における課題であると考えます。 

   なお、このことは松本市に限ったことではなく、独立行政法人情報処理推進機構が

令和５年２月に発行した「ＤＸ白書２０２３」は、副題で「進み始めた「デジタル」、

進まない「トランスフォーメーション」」と日本のＤＸの現状を象徴的に示し、各種ア

ンケート調査等をもとに「日本企業はデジタイゼーションやデジタライゼーションの

領域での成果はあがっているものの、顧客価値創出やビジネスモデルの変革といった

トランスフォーメーションのレベルの成果創出は不十分であり、本来の目的「Ｘ＝変

革」に向けてさらなる取組の深化が必要である。」68と総括しています。 

   その一方で、具体的な「変革」を実現し、又はその兆しを示す地方自治体や企業が

あるのも事実です。例えば、前述の「ＤＸ白書２０２３」は、「多くの大企業が集まる

関東、東海、関西では、大企業を中心に「社会の変革」や「市場での立ち位置の変革」

                                                      
67 令和５年９月２０日総務委員会にける松本市総合戦略局ＤＸ推進本部の説明から。 
68 独立行政法人情報処理推進機構「ＤＸ白書２０２３」（令和５年２月）p19 
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をはじめとする“デジタルトランスフォーメーション”に取組む事例がみられる。」 69

とし、実際に株式会社日立製作所は「当社は長らくモノ売りのビジネスが続いていた

が、機器の稼働データを元に故障発生前に保守を提案するなど、これまでにない新し

い価値、コト売りを提供するビジネスへの変革を各事業で進めている。」 70としていま

す。また、地方自治体でも、前述したとおり塩尻市のＫＡＤＯは、当初はひとり親家

庭等の在宅就業支援事業という雇用政策・労働政策であったものを、デジタルを切り

口として子育て支援施策や障がい福祉施策への「変革」を実現し、かつ、ＭａａＳや

ギガスクールとも連携させ、交通施策や教育施策へ「変革」の兆しを見せています。 

   このことを踏まえると、具体的な「変革」を実現し、又はその兆しを示すことは、

松本市としても十分可能であり、ＤＸを「松本市の最重要課題に位置付け」71、第１１

次基本計画の重点戦略とする以上、これを達成しなければならないと考えます。 

 

 ⑷ 【課題３】施策の許容性（財政面・安全面）に係る課題 

   再三にわたり強調をしますが、ＤＸ・デジタル化の推進が松本市にとって必要かつ

重要であるという認識に変わりはありません。 

   この点について、国は、「今般の感染症対応策の実施を通じて、受給申請手続・支給

作業の一部で遅れや混乱が生じるなど、特に行政分野でのデジタル化・オンライン化

の遅れが明らかになった」72ことを踏まえ、「行政のみならず、国民による社会経済活

動全般のデジタル化を推進することは、日本が抱えてきた多くの課題の解決、そして

今後の経済成長にも資する。単なる新技術の導入ではなく、制度や政策、組織の在り

方等をそれに合わせて変革していく、言わば社会全体のデジタル・トランスフォーメ

ーションが「新たな日常」の原動力となる」73としています。また、長野県も「進化し

続ける「デジタル技術」と２１世紀の石油と言われる「データ」を活用して、既存の

業務プロセスの改変などにより新たな価値を創出し、本県を新たな社会の仕組みに創

り変えるデジタルトランスフォーメション（ＤＸ）を行うことは急務であり、難しい

が実現しなければならい挑戦でもあります」74としています。このように、特に令和２

年以降のコロナ禍をきっかけとして75、ＤＸはその必要性が強調される傾向にありま

した。 

   しかしながら、前述のとおり我が国の「ＤＸ元年」ともいえる令和２年から既に３

年が経過した現段階においては、松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策について、財

政面や安全面といった施策としての許容性を冷静に評価すべきフェーズに入っている

ものと考えます。この施策の許容性に係る評価にきちんと向き合うことこそ、「市民の

生活を豊かにし、安全・安心で快適な暮らし」が実現し、又は少なくともこれに近づ

いていることを実感するための課題であると考えます。 

                                                      
69 同上、p7 
70 同上、p143 
71 前掲「令和２年松本市議会会議録Ⅳ」p217 
72 前掲「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」p2 
73 前掲「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」p1 
74 前掲「長野県ＤＸ戦略」巻頭の阿部守一知事あいさつ 
75 脚注１参照 
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   この点、総務委員会での議論において、委員から「どんどん進めるといってもお金

はかかるし、実際どのくらいかかるかわからない。そこら辺のバランス感覚が大事」

など、財政面での施策の許容性を心配する意見がありました。実際に、松本市実施計

画第５３号によると、総合戦略局ＤＸ推進本部関係の施策は、令和５年度から令和７

年度までの３カ年で、全２２事業、合計２６億２，５６７万円76に上りますが、これに

見合った効果があるかについては、冷静で適切な評価を要するといえます。 

   同じく、総務委員会での議論において、委員から「テレビのニュースやなんかを見

ていると、データの流出みたいな話がいっぱいある」、「民間にデータを渡して、それ

によって新たなサービスを構築していくことになると、そこにはやっぱり儲け話が絡

んでくることになるんだから、少しそこのところでワンストップ、駆け上がらないで、

松本市独自のセキュリティをどうするかということを考えた上でこの問題をやってい

かないと」など、安全面での施策の許容性を心配する意見がありました。実際に、令

和５年４月に総務省が公表した「自治体ＤＸ・情報化推進概要」（令和４年４月１日現

在）によると、全国市区町村の９２．４％が任命している最高情報セキュリティ責任

者や同じく７４．４％が策定している緊急時対応計画及び同じく５０．０％が策定し

ているＩＣＴ－ＢＣＰ（情報システムに関する業務継続計画）の策定といった一般的

なセキュリティ対策については、松本市も充足しているものの、全国市区町村の１３．６

％が実施している情報セキュリティ対策に係る外部監査の実施や、同じく１２．３％

が実施している情報システムに関する業務継続実地訓練といった高度なセキュリティ

対策について、松本市は未実施となっており、この点は課題であるといえます77。 

 

７ 政策提言 

松本市のＤＸ・デジタル化の取組みに係る３点の課題を踏まえ、今後松本市がとるべ

き３つの具体的施策を提言します。 

 ⑴ 個別施策を体系化・統合したＤＸ・デジタル化に係る総合的な行政計画の策定 

   「【課題１】ＤＸ概念のあいまいさと自治体ＤＸの特殊性に係る課題」として指摘し

たとおり、ＤＸ概念にはあいまいさがあり、自治体のＤＸには、様々な主体を巻き込

み、地域社会全体に影響を与えるという特殊性があるため、推進するＤＸの定義や目

指すべき目標と当該目標に至る道筋をより明確にし、地域内において共有化する必要

があるという課題があります。この課題を解決すべく、松本市が取組むＤＸの定義、

目標を明確化した上で、目標の下に個別施策を体系化・統合し、目標達成に至る具体

的な道筋（ロードマップとＫＰＩ）を示したＤＸ・デジタル化に係る総合的な行政計

画の策定を提言します。 

   この点、既に松本市は、令和４年２月に松本市骨太の方針を策定しています。これ

は、前述のとおり「デジタル技術の進歩の速さに鑑みると、中長期間固定する戦略や

                                                      
76 https://www.city.matsumoto.nagano.jp/uploaded/attachment/69462.pdf 
77 総務省⾃治⾏政局地域⼒創造グループ地域情報化企画室「自治体ＤＸ・情報化推進概要」（令和５

年４月）pp36-41。なお、松本市の回答状況については、https://www.soumu.go.jp/denshijiti/06021

3_02.html に掲載されている令和４年度資料編（個別資料（ＺＩＰ））から抽出したもの 
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計画は時代に取り残されるおそれがあることから」、「「ＤＸ・デジタル化」関連事業を

立案する上での大きな方向性」として位置付け、策定されたものです78。確かに、デジ

タル技術を中心とした情報通信技術の進歩の速さは、総務省が「指数関数的な発展」

とする79ほどにすさまじく、地方自治体としては大きな方向性や方針のみを策定し、技

術進歩による変化には当該方向性や方針の外で対応していくという考え方にも一定の

合理性があることは否定できません。 

   しかしながら、大きな方向性や方針、目標だけを「骨太の方針」として定めても、

その方向性や方針、目標の下に個別施策を体系化・統合し、目標達成に至る具体的な

道筋を示した行政計画がないと、最新技術を活用し、数多くの個別施策に取り組んだ

としても、それらが目標の実現にどのように必要で、今現在その実現の道筋のどの辺

を進んでいるのについて、地域内において共有できません。前述の千葉憲子氏からの

「思っていたよりも色々なことが進んでいる」という評価も、裏を返せば、目標の下

に体系化・統合されていない個別施策に数多く取り組んでいる「だけ」という評価で

あるとも考えられます80。このことが、松本市において「市民の生活を豊かにし、安全・

安心で快適な暮らし」が実現し、又は少なくともこれに近づいたと実感できないこと

につながっているのではないでしょうか。 

   実際に、前述のとおり総務委員会で行政視察に伺った岐阜市（令和４年度）、松江市

及び福岡市並びに中信四市議会議員研修会で伺った塩尻市では、それぞれＤＸの定義

と目標を明確に示した上で、当該目標の下に多くの個別施策を体系化・統合し、目標

達成まで道筋を示した中期計画を定めています。 

   また、前述のとおりデジタル技術は日々指数関数的に進歩するとともに、全国には

こうして進歩するデジタル技術を積極的に取り入れた斬新な先進施策に取り組む自治

体があります。今年度の総務委員会における議論の中でも、例えば、ｅスポーツを切

り口にした賑わい創出を目指す北海道旭川市のＩＣＴパーク事業や、伊那市のドロー

ン活用による買い物弱者支援事業などが話題となりました。松江市や福岡市において

は、こうした日々進歩するデジタル技術や他自治体の先進的な個別施策を、時宜に応

じて臨機応変に取り入れられるよう、大きな方針や方向性、目標の下に個別施策を体

系化・統合したＤＸ・デジタル化に係る総合的な計画を策定しつつ、個別施策の具体

的な進行管理は、当該計画に紐付けされた個別施策の実施計画や実行項目集などで行

う81という工夫をしていました。計画策定に当たっては、こうした方法も参考としてく

                                                      
78 前掲「協議事項 ＤＸ・デジタル化推進に関する骨太の方針について」p1 
79 「ＩＣＴは、指数関数的な発展を特徴としているといえる。すなわち、１０ｎではなく、１０ⁿと

いうふうに発展していく特徴があるといえる。その結果、例えばｎ＝１０のとき、前者では１００だ

が、後者の指数関数的な発展では１００億となる。」（総務省「令和元年版 情報通信白書」（令和元年

７月）p147） 
80 千葉憲子氏は、「思っていたよりも色々なことが進んでいる」という評価に続けて、「ＩＣＴは業務

でＤＸは経営」という福島県磐梯町ＣＤＯ菅原直敏氏の言葉（https://www.projectdesign.jp/202105

/municipal-dx-securityforum/009343.php）を引用し、「こういう経営の目線って１個の経営、何とい

うんですか、会社だと思っていろいろなことを見ていただけたら物すごくよくなるだろうなと、ちょ

っと感想というか、ご紹介という形でお伝えできればなと、ちょっと聞いていて思いました。」と述べ

られた。 
81 松江市について https://www.city.matsue.lg.jp/soshikikarasagasu/seisakubu_digitalsenryakuk
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ださい。 

   なお、市役所内部のＤＸ推進については、とかく市民益向上に直接的にはつながら

ないと思われがちですが、職員の働き方改革を一層進めることで、職員のモチベーシ

ョンを向上させ、ひいてはそのことが市民益向上につながっていくという視点も踏ま

えていただくようお願いします。 

 

 ⑵ 広域連携による具体的な「変革」の実現 

   「【課題２】具体的な変革（トランスフォーメーション）に係る課題」として指摘し

たとおり、松本市では、ＤＸ・デジタル化に係る施策により、未だ具体的な「変革」

が実現されておらず、又はその兆しが見えないものと考えます。繰り返しになります

が、このような状況では、松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策が「市民の生活を豊

かにし、安全・安心で快適な暮らし」が実現し、又は少なくともこれに近づいたとい

う実感には至れません。 

   この点、塩尻市では、前述のとおりＫＡＤＯの事業が、具体的な「変革」を実現し、

又は実現しつつあります。このＫＡＤＯに注目すると、ＫＡＤＯの自営型テレワーカ

ーには約１６．７％の松本市の方を含み、また、近隣自治体の企業からの受注もある

ことから、塩尻市のご説明では、今後は松本市等の近隣自治体との広域連携を進めた

いとのことでした82。 

   他方で、松本市にも令和元年１１月に開設されたサザンガクがありますが、アウト

ソーシング事業の実績は、令和３年度で登録テレワーカー数１０３人、受注額約２，０９５

万円83、令和４年度実績で登録テレワーカー数１６１名、受注額約１，７２４万円84と

伸び悩んでいます。令和３年度の実績をＫＡＤＯと比較すると、テレワーカー数が約

３分の１、受注額が１０分の１以下85、登録テレワーカー１人当たりの受注額が４分の

１以下であり、ＫＡＤＯのような成果（デジタル技術の活用による具体的な「変革」）

に至っているとは評価できません86。 

   こうした現状を踏まえ、既に具体的な「変革」を実現し、又は実現しつつある塩尻

市とＤＸ・デジタル化の分野で広域的な連携を図り、松本市においても具体的な「変

革」を実現することを提言します。生活圏が重なり合い、市民の行政需要を共有する

                                                      

a/seisaku_keikaku_tokei/1/1/109.html、福岡市について https://www.city.fukuoka.lg.jp/soki/dxs

enryaku/shisei/dx.html を参照 
82 令和５年１０月２０日中信四市議会議員研修会での説明より。 
83 松本市産業振興部「各部の概要説明（産業振興部）」（令和４年５月２３日経済文教委員協議会資

料）p6 
84 松本市産業振興部「各部の概要説明（産業振興部）」（令和５年５月２５日経済文教委員協議会資

料）p6。 
85 塩尻市産業振興事業部先端産業振興室「自営型テレワーク推進事業「ＫＡＤＯ」」（令和５年８月）

pp3･7。ＫＡＤＯは令和３年度実績額で、2億 5,000 万円を達成している。 
86 なお、松本市・松本商工会議所「松本市工業ビジョン」（令和５年５月）p41 は「基本戦略４ Ｄ

Ｘ・デジタル化の推進による競争力の強化」、「基本方針③ＩＣＴを活用した新たな働き方・雇用の創

出」の成果指標の１つに「サザンガクのテレワーク業務受注額」を、あくまでも現実的な目標として

令和９年において「３，０００万円／年」を掲げるものの、これはＫＡＤＯの令和５年度予想実績

（約３億円）の１０分の１に過ぎない。 
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近隣自治体だからこそ、広域的に連携できる分野は、ＫＡＤＯにとどまらず、果樹等

の生産圏が重なり合う農業分野におけるスマート農業、医療圏が重なり合う健康分野

におけるＤＸ、通勤・通学圏が重なり合う公共交通分野におけるＭａａＳなど、可能

性が広がっています。 

   また、行政需要を共有する近隣自治体同士が、ＤＸに係る取組の成功例を共有する

広域連携は、少ない行政投資で、「変革」が実現できる可能性が高く、前述のとおり加

速度的な進歩を遂げるＤＸの分野においてはリスクヘッジにもつながります。ＤＸの

分野こそ広域連携の考え方を取り入れるべきだと考えます。そして、こうした考え方

は、国のデジタル田園都市国家構想やスーパーシティ型国家戦略特区における「横展

開」の考え方にも沿ったものといえます。 

   なお、ＤＸ・デジタル化の分野における広域連携に当たっては、中信地区唯一の中

核市としてリーダーシップを発揮するとともに、松本市の特色を踏まえた新たな「変

革」の創出に向けて、積極的かつ主体的に取り組むことを期待します。 

 

 ⑶ 冷静かつ適切な財政的評価と高度な安全対策の実施 

   「【課題３】施策の許容性（財政面・安全面）に係る課題」として指摘したとおり、

松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策について、財政面や安全面といった施策として

の許容性を冷静に評価し、これにきちんと向き合うことこそ、「市民の生活を豊かにし、

安全・安心で快適な暮らし」を実現し、又は少なくともこれに近づいていることを実

感するための課題です。ＤＸ・デジタル化を推進するに当たり、財政面と安全面を懸

念する市民も多いことと思います。 

   そこで、市民のみなさんに、松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策が、「生活を豊か

にし、安全・安心で快適な暮らし」の実現につながっていると実感していただくため

にも、冷静かつ適切な財政的評価と高度な安全対策の実施を提言します。 

   まず、ＤＸ・デジタル化に係る施策の適切な財政的評価の実施についてですが、前

述のとおり実施計画第５３号に示された令和５年度から令和７年度までのＤＸ推進本

部関係の事業費合計は、全２２事業で合計２６億２，５６７万円と多額に上ります。

これだけ多額の事業費がかかる以上、費用に見合う効果が得られるかは、冷静な評価

が必要になると考えます。 

   ただし注意すべきは、ＤＸ関連事業はまさに「変革」を目指すものであるため、定

量的に評価できる効果のほかにも、市民サービスの向上や産業の活性化といった定量

的な評価が困難な効果もあり、定性的な評価手法を交えた適切な財政的評価が必要で

す。この点については、様々な評価手法に係る知見を活用する必要があります87。 

   次に、高度な安全対策の実施ですが、この点については、松本市骨太の方針の策定

に係る総務委員協議会における協議（令和４年１月１４日）でも、委員から「どれだ

け安全なものを提供しても、不安な人はいるわけでありまして」といった指摘があり

ました88。第１１次基本計画の重点戦略の１つにＤＸ・デジタル化を掲げ、これを積極

                                                      
87 冨島正雄「自治体の予算要求審査においてＤＸ案件をどのように評価するべきか」㈱日本総研『経

営コラム』令和４年１０月１４日（https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=103687） 
88 令和４年１月１４日総務委員協議会会議録 p14 
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的に推進していくのであれば、デジタル技術やそれを活用する施策の安全性に対する

市民の不安を可能な限り取り除くことが必要です。 

   そこで、市民の不安を可能な限り取り除くために、自治体としての一般的な安全対

策だけでなく、高度な安全対策の実施が必要であると考えます。高度な安全対策の具

体例としては、上記６⑷で指摘した情報セキュリティ対策に係る外部監査や情報シス

テムに関する業務継続実地訓練の実施があります。また、高度な安全対策の実施とい

う観点から松本市のＤＸ推進体制について検討すると、情報セキュリティ対策を統括

する最高情報セキュリティ責任者（ＣＩＳＯ）は、ＤＸの推進に関することを統括す

る最高デジタル責任者（ＣＤＯ）とするとされています89。このことについては、「首

長の直轄の下で部局間を調整しＤＸに関する最終決定権限を有する者としてＣＩＯと

ＣＩＳＯに副市長（副知事）が任命されることが多い。推進役であるＣＩＯと守りの

役割を果たすＣＩＳＯは意見の対立があることが自然であるが、これを兼職している

自治体もあるようである。これは企業であれば社長と監査役が同じ人であるようなも

ので、本来適切でない。」との学術的な指摘がある90ので、改善の検討が必要です。 

   いずれにしても、ＤＸ・デジタル化に係る施策について、冷静かつ適切な財政的評

価と高度な安全対策を実施することにより、施策の財政面及び安全面における許容性

に関し、透明性を確保した適切な施策執行をお願いします。 

 

８ おわりに 

  令和３年８月に策定された第１１次基本計画において、「デジタル化は、今や水道や電

気、道路などと同様の公共的なインフラ、生活基盤です。」、「距離や時間を超越するデジ

タルの力は、大都市よりもむしろ地方都市でこそ活かしていくべきであり、最先端のデ

ジタル技術をできるだけ早く、上手に取り入れることが、将来の松本市の発展に大きく

影響します。」、「デジタル化を、市民の生活を豊かにし、安全・安心で快適な暮らしを実

現するためのエンジンと捉え、全ての施策において強力に取組みを進め、地域が持つポ

テンシャル（三ガク都）に最先端のテクノロジーが融合した「デジタルシティ・松本」

の実現に挑みます。」とし、ＤＸ・デジタル化を重点戦略の１つに位置付けました。 

  実際に令和５年度も、市内４か所でのオンライン相談窓口の運用開始、デジタルシテ

ィ松本推進機構の取組み、デジタルシティ松本フォーラム２０２３の開催、デジタルシ

ティ松本推進企業の認定結果など、様々な施策の推進状況について、総務委員協議会に

報告をいただいています。確かに、これらの報告を受けると、第１１次基本計画に基づ

き、様々な施策推進が図られていることがわかります。 

  しかしながら、第１１次基本計画の計画期間（令和３年度～令和７年度）の折返し地

点を過ぎた現時点においてもまだ、松本市のＤＸ・デジタル化に係る施策が、「市民の生

                                                      
89 松本市情報セキュリティ対策基本要綱（平成１６年訓令甲第１号）第５条 
90 前掲「自治体ＤＸの実証研究」p6。なお、同論文は続けて「同様に、実務的な情報システムの管理

責任者がＣＩＳＯであれば企業の内部監査部門と監査役が一体になっているようなものであり、ガバ

ナンス上の問題が生じる。情報セキュリティは自治体ＤＸを地域社会の信頼の下で推進するための主

柱であり、独立したＣＩＳＯの役割は極めて大きい。」と指摘している。 
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活を豊かにし、安全・安心で快適な暮らし」 を実現し、又はこれに繋がっているという

実感には至っていません。 

  令和５年度に実施した先進地への行政視察や専門家との意見交換その他の調査研究活

動を通じ、総務委員会では、次の認識を共有しました。それは、ＤＸはあくまでも、市

民の生活を豊かにし、安全・安心で快適な暮らしを実現するための「手段」であり、そ

れ自体が「目的」ではないということ、単なる「デジタル化」ではなく、社会や組織に

「変革」という結果をもたらす「デジタル化」であるということです。松本市のＤＸ・

デジタル化はこのことを強く意識する必要があります。 

  この点、先進自治体はさらに進んで、「変革」を単なる「変革」ではなく、独自に方向

付けをした上で実現しつつある段階にあります。例えば、岐阜市は「市民体験（ＣＸ：

Ｃｉｖｉｃ Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ）」と「働き手の体験（ＥＸ：Ｅｍｐｌｏｙｅｅ Ｅ

ｘｐｅｒｉｅｎｃｅ）」という観点から、松江市は市民にも職員にもという意味での「み

んなにやさしい」という観点から、福岡市は「ユーザーインターフェース（ＵＩ：Ｕｓ

ｅｒ ＩｎｔｅｒＦａｃｅ）」と「ユーザーエクスペリエンス（ＵＸ：Ｕｓｅｒ Ｅｘｐ

ｅｒｉｅｎｃｅ）」という観点や、「ノンストップ行政」・「プッシュ型行政」91という観点

から、デジタル化で実現しようとする「変革」に独自の方向付けを行っています。 

  松本市も、ＤＸ・デジタル化に係る施策を単なる行政の「デジタル化」に終わらせる

ことなく、ぜひ、この「変革」という言葉にこだわって、その実現という結果にこだわ

って、推進していただきたいと思います。 

  なお、今回提言した３つの具体的施策のほかにも、議会政策討論会において、ＤＸ・

デジタル化の分野における外部からの専門人材の登用を進めるべきとの意見がありまし

た。この「外部からの専門人材の登用」についても、本提言でも紹介した福岡市のＤＸ

デザイナーや塩尻市の特任ＣｘＯの施策など92、「変革」にこだわり、「変革」を実現しつ

つある先進自治体は、単なる「外部からの専門人材の登用」にとどまらない特色ある施

策を展開していますので、ここに付記します。 

  理事者におかれては、本提言を参考としていただき、第１１次基本計画が終了する令

和７年度までには（少なくとも第１１次基本計画とともに現総合計画を構成する基本構

想２０３０が終了する令和１２年度までには）、ＤＸ・デジタル化に係る施策により、「市

民の生活を豊かにし、安全・安心で快適な暮らし」 を実現したということを、市民が実

感できるよう、お取組みいただくことを期待しております。 

                                                      
91 福岡市は、行政サービスは申請があってから行政が対応する「申請主義」ではなく、そもそも申請

がなくとも行政側から対応する「プッシュ型」という考えを元に、一人ひとりの属性やニーズに合わ

せた情報をプッシュ型で届ける福岡市公式ポータルサイト「ふくおかサポート」を立ち上げている（h

ttps://www.city.fukuoka.lg.jp/soki/data/shisei/fukuoka_support_top.html。令和６年３月２１日

閲覧）。「ふくおかサポート」は、利用者が自身の意思でマイナンバーカード登録又は簡易登録をして

利用者区分をするとともに、利用者自身が受け取りたい情報（就学援助、特定健診・特定保健指導、

がん検診など令和６年３月１日現在で１６事業の情報）を選択することにより、個人情報の適正管理

を図りつつ、精度の高いプッシュ案内を目指している。特に、上記１６事業のうち就学援助について

は、プッシュ案内により申請サイトに誘導するとともに、当該サイトからのオンライン申請を可能に

しており、単なる「プッシュ型」や、単なる「オンライン申請」という取組みから一歩踏み込んだ取

組みとしている。 
92 脚注 20及び 47 


